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調査・報告

はじめに
沖縄県におけるさとうきびは、県全体の農家数の

約７割、耕地面積の約５割、農業産出額の約２割を

占める基幹作物であり、特に多くの離島を抱える本

県において製糖業とともに地域経済、社会を支える

重要な作物となっている。また、さとうきびは他作

物に比べて比較的台風や干ばつに強く、離島地域に

おいては代替のきかない作物である。

沖縄県では、農林水産省の「さとうきび増産プロ

ジェクト基本方針」に基づき、平成27年を目標年

とし、島別および県段階における生産目標や取り組

みの方向を示した「さとうきび増産プロジェクト計

画」を18年に策定した。その後、37年を目標年と

する「さとうきび増産計画」として27年に改定した。

さらに、24年度から新たにスタートした「沖縄

振興特別措置法」に基づき、「沖縄県21世紀ビジョ

ン基本計画」を24年５月に策定し、この二つの計

画によって生産基盤の整備、安定生産技術の開発お

よび普及、機械化や地力増強、病害虫防除対策の推

進、生産法人など担い手の育成、優良品種の開発・

普及など総合的な施策展開による生産振興を推進し

ている。

砂糖の価格関連対策は、19年からさとうきびの

最低生産者価格が廃止され、経営安定対策として生

産者への甘味資源作物交付金が導入されるなど、大

きく変更されることになった。

経営安定対策導入後、10数年経過している中、

さとうきびは地域農業の基幹作物としての役割を果

たしている一方で、生産量は、台風、干ばつなどの

自然災害を受けながら、大幅な減産からの回復基調

へと大きく変動している。本稿では、生産や担い手

育成の現状を概観するとともに、さとうきび・糖業

を取り巻く環境や将来の沖縄県・地域農業の生産振

興の方向性について検証する。

１．経営安定対策導入後のさと
うきび生産状況

経営安定対策導入後のさとうきび生産状況を見る

と、収穫面積は平成19年の１万1823ヘクタール

から30年の１万2016ヘクタール（1.6%増）となっ

ている（表１）。作型別の収穫面積は、夏植えで同

5393ヘクタールから2502ヘクタール（53.6%減）

品目別経営安定対策導入後のさとうきび生産・
担い手の現状と課題について
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【要約】
　平成19年の品目別経営安定対策導入当初は６割が特例要件（A-5）であったが、本則要件のみとなった
22年にはその大部分がA-3（共同利用組織）へと移行した。その後の要件区分別割合には大きな変動はな
く、担い手の中心と期待されるA-1、A-2の要件区分が十分に育成されず、規模拡大や認定農業者などの
担い手育成・確保が今後の課題となっている。
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資料：沖縄県「さとうきび及び甘しゃ糖生産実績」
　注：機械収穫率および共済加入率は含みつ糖を含む。

と大幅な減少となっている。春植えは同1476ヘク

タールから1494ヘクタール（1.2%増）と微増し

ている。株出しは同4954ヘクタールから8020ヘ

クタール（61.9%増）と大幅に増加している。

作型別収穫面積のうち夏植えの減少は、本島北部、

中部、南部における19年の1195ヘクタールから

30年の608ヘクタール（49.3%減）の大幅な減少

が主な要因である（図１）。

一方、株出しは、宮古、八重山で同319ヘクター

ルから4097ヘクタール（12.8倍）と大幅な増加

傾向にある。特に宮古は同106ヘクタールから30

倍の3138ヘクタールに増加しており、全収穫面積

5335ヘクタールのうち６割を株出しが占めている

（図２）。

単収は、年度ごとに台風・干ばつなどの自然災害の

影響を受け、作型に関係なく不安定に推移している。

生産量についても同様に、収穫面積が微増傾向の中、

単収増減に連動して不安定に推移している。特に、23

年の生産量の低迷（50万57トン）については、低単収

（10a当たり4386キログラム）の影響が大きい（図３）。

表１　経営安定対策導入後のさとうきび生産状況（分みつ糖）

年
収穫面積（ha） 単収（Kg/10a） 生産量（t） 機械収穫

率（%）
農家数
（戸）

高齢化
率（%）

法人数
（経営体）

共済加入
率（%）夏植 春植 株出 夏植 春植 株出 夏植 春植 株出

H19 11,823 5,393 1,476 4,954 6,655 8,103 5,134 5,531 786,781 436,986 75,795 274,000 40.7 16,829 34.7 51 36.7

H20 11,594 5,049 1,462 5,083 7,149 7,944 5,998 6,689 828,775 401,104 87,671 340,001 42.7 16,758 35.4 55 39.2

H21 11,883 5,019 1,656 5,208 6,832 8,942 4,928 5,404 811,835 448,827 81,598 281,410 43.6 16,612 36.2 62 39.5

H22 11,866 4,751 1,730 5,385 6,376 8,074 5,019 5,314 756,601 383,590 86,841 286,170 44.8 16,204 35.8 64 39.0

H23 11,400 4,600 1,700 5,100 4,386 5,177 3,869 3,846 500,057 238,141 65,778 196,138 48.8 15,852 38.6 63 38.5

H24 12,000 4,696 1,827 5,477 5,176 6,923 3,771 4,147 621,122 325,121 68,886 227,115 55.0 15,615 38.3 63 40.4

H25 11,585 4,088 1,246 6,251 5,448 7,292 4,209 4,488 631,077 298,095 52,437 280,545 58.3 14,789 38.5 31 42.8

H26 11,724 4,067 1,427 6,230 5,410 7,205 4,263 4,501 634,280 293,071 60,818 280,391 61.6 14,553 37.6 71 48.5

H27 12,158 3,980 1,336 6,842 5,704 7,277 4,716 4,982 693,557 289,639 63,012 340,906 67.0 14,480 36.5 76 49.6

H28 11,895 3,390 1,224 7,281 7,291 9,059 6,479 6,604 867,214 307,095 79,323 480,796 70.2 13,900 36.9 84 49.8

H29 12,668 3,322 1,178 8,168 5,514 6,998 4,927 4,995 698,534 232,489 58,034 408,011 76.0 13,498 37.9 102 51.2

H30 12,016 2,502 1,494 8,020 5,584 7,172 4,956 5,206 671,016 179,407 74,033 417,575 78.7 13,018 39.2 115 48.1
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図１　夏植え収穫面積の推移（本島北部・中部・南部） 図２　株出し収穫面積の推移（宮古・八重山）

資料：沖縄県「さとうきび及び甘しゃ糖生産実績」
　注：含みつ糖を含む。

資料：沖縄県「さとうきび及び甘しゃ糖生産実績」
　注：含みつ糖を含む。
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機械収穫率は、19年の40.7%から30年の78.7%

と飛躍的に高くなっている。その背景には担い手不

足や重労働である収穫作業の機械化の推進があり、

引き続き、機械収穫率は加速的に高まっていくこと

が想定される。

農家戸数は19年の１万6829戸から30年の１万

3018戸と22.6%減となり、今後も減少傾向は続く

と予想される。一方で高齢化率は19年の34.7%か

ら30年の39.2%と増加している。また、生産法人

数は19年の51経営体から30年の115経営体と２

倍超となり、着実に増加している。

作物（さとうきび）共済加入状況は、19年の

36.7%から30年の48.1%と増加傾向にあるが、台風

などの自然災害の多い中、農家経営の安定を図るため

には引き続き加入促進が求められる。また、新たな収

入保険制度を活用した経営安定も重要な対策となる。

経営安定対策導入後、収穫面積は微増であるが、

地域によっては高齢化に伴い、収穫の負担が大きい

夏植え面積の減少が見られる一方で、土壌害虫対策

の効果で株出し面積が拡大する動きもある。また、

生産量は担い手不足による機械化の加速的な進展や

台風・干ばつなどによる変動が見られる。さとうき

び生産の安定に向けて、将来、地域のさとうきび・

糖業を取り巻く環境を把握するとともに、地域ごと

のさとうきび担い手像を構築し、既存の生きがいの

高齢化農家や新たな生産法人などの多様な担い手を

関係機関において育成・確保していく取り組みが重

要である。

２．要件区分別農家数の推移
以下に示す経営安定対策（甘味資源作物交付金）

の対象となる生産者の要件別に、農家数の推移を見

ることにする。

資料：沖縄県「さとうきび及び甘しゃ糖生産実績」
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図３　生産量と単収の推移（沖縄県）

経営安定対策（甘味資源作物交付金）の対象要件
①認定農業者、特定農業団体又はこれと同様の要件を満たす組織（面積要件なし）（A-1）
②1ha以上の収穫面積を有する者。4.5ha以上の収穫面積を有する組織（A-2）
③上記のほか
　（ⅰ）一定の作業規模を有する共同利用組織に参加している者（A-3）
　（ⅱ） ①②に該当する者、一定の作業規模を有する受託組織・サービス事業体に基幹作業を受託している者（A-4）

上記に加え、地域の生産者等の組織において、中長期な生産見通しとその実現に向けた取り組み計画を
作成していること。環境規範を遵守すること

　※　特例要件（平成19年度から21年度の３年間）
知事の申し出に基づき受託組織等が存在しない地域として指定された地域で、さとうきび生産農家
の２分の1以上が参加して組織される担い手育成組織の参加者（A-5）

資料：「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律施行規則」第19条（対象甘味資源作物生産者の要件）を基に筆者作成
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地区別では沖縄本島（北部・南部・中部）が

8979経営体から5354経営体（40.4%減）と大幅

に減少している（図５）。一方、宮古・八重山は同

6165経営体から5961経営体（3.3%減）とわず

かな減少にとどまっている。

本則要件移行後（22年）から30年の推移を見

ると、A-1は395から96経営体と大幅な減少傾向

にある。A-2は1219から1426経営体と八重山を

中心に増加している。A-3は特例要件A-5からの

移行で、22年は7208経営体と増加したが、30年

は5529経営体と1679経営体減少している。A-4

は22年時点では、7268経営体と最も多かった要

件区分であったが、次第に減少傾向にある。なお、

22年以降の地区ごとの要件区分の構成に大きな変

動は見られない。逆に、要件区分から推測できる担

い手の方向性に大きな変動が見られないことは、今

後の担い手育成に残された課題といえるだろう。

全体では、平成19年の１万6923経営体から30

年は１万2590経営体へと25.6%減少している（図

４）。19年の要件区分割合を見ると、経営規模の零

細性や農業受委託組織等の未整備などで本則要件

への充足が厳しい中、特例要件A-5が１万648経営

体で全体１万6923経営体の62.9%と大半を占めて

いた。22年から本則要件のみ対象となり、21年の

A-5要件6572経営体の多くがA-3要件へ移動して

いることがうかがえる。その後、対象経営体数（以

下「農家数」という）は、22年の１万6090経営

体から30年の１万2590経営体へ21.8%減少して

いる。なお、宮古においては、本則要件移行前の

21年にA-5（20年時点で2718経営体）の大部分

がA-4（21年時点で4816経営体）に移動している。

本則要件が導入された22年から30年の推移を要

件区分別に見ると、A-1が75.2%減、A-2が16.1%

増、A-3が18.6%減、A-4が21.7%減となっている。
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図４　要件区分別農家数と収穫面積の推移

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」
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資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」
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（２）年齢階層別高齢化率の推移
全体の農家数は、60代の階層で増加傾向にある

一方、その他の階層では大幅な減少傾向が見られる

（表３、図６）。

しかしながら、70代以上のうち、80代階層は平

成19年の1112経営体から30年の1855経営体と

66.8%増加しており、昭和一桁世代がスライドし

ながら生産を担っていることがうかがえる。

法人数は、19年の51法人から30年は115法人

と倍増している。

表２　要件別高齢化率の推移
単位：％、経営体

年 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
増減

（H30/H19）
H30農家数

実数 割合
沖縄県 34.7 35.4 36.2 35.8 38.6 38.3 38.5 37.6 36.5 36.9 37.9 39.2 4.5 12,590 100

A-1 2.7 6.7 7.7 9.5 13.3 10.9 12.1 11.2 12.1 13.0 10.4 9.7 6.9 96 0.8
A-2 32.5 32.7 23.6 24.5 30.1 30.4 28.2 29.3 27.8 29.0 31.4 33.0 0.5 1,426 11.3
A-3 25.4 24.2 27.6 39.6 42.5 41.8 42.3 41.7 40.8 41.2 42.4 44.3 19.0 5,529 43.9
A-4 32.2 33.3 36.0 35.3 36.8 36.8 37.2 35.7 34.7 34.6 35.3 36.2 4.0 5,539 44.0
A-5 36.9 38.0 39.8 - - - - - - - - - - - -

表３　年齢階層別農家数の推移（全要件）
単位：％、経営体

要件区分 年
10～
30代

40～
50代

60代 70代< 法人 計 高齢化率

全要件

H19 819 6,390 3,810 5,853 51 16,923 34.7

H20 700 6,171 3,714 5,794 55 16,434 35.4

H21 669 5,976 3,749 5,886 62 16,342 36.2

H22 641 5,811 3,838 5,736 64 16,090 35.8

H23 531 5,027 3,871 5,932 63 15,424 38.6

H24 549 4,796 4,048 5,819 63 15,275 38.3

H25 544 4,298 4,120 5,605 31 14,598 38.5

H26 476 3,940 4,448 5,345 71 14,280 37.6

H27 479 3,648 4,644 5,051 76 13,898 36.5

H28 458 3,317 4,653 4,925 84 13,437 36.9

H29 453 3,081 4,643 4,984 102 13,263 37.9

H30 442 2,747 4,391 4,895 115 12,590 39.2
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図６　高齢化率の推移（全要件区分）

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

３．要件区分および年齢階層別
高齢化率の推移

（１）要件区分別高齢化率の推移
県全体の要件別高齢化率（70歳以上の階層割

合、以下同じ）は、平成19年の34.7%から30年の

39.2%（4.5ポイント増）と増加傾向で推移してい

る（表２）。要件別ではA-1が6.9ポイント増、A-2

が0.5ポイント増、A-3が19.0ポイント増、A-4が4.0

ポイント増とA-3のみ高齢化率が大幅に増加してい

る。なお、本則要件導入時の22年からは、全ての

要件区分において高齢化率の大幅な変動は見られな

いことから、A-3の高齢化率の増加は22年に移行し

たA-5に起因するものであることがうかがえる。
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表４　年齢階層別農家数の推移（A-1）
単位：％、経営体

要件区分 年
10～
30代

40～
50代

60代 70代< 法人 計 高齢化率

A-1

H19 26 223 36 8 15 308 2.7

H20 23 246 63 24 15 371 6.7

H21 34 293 78 34 16 455 7.7

H22 29 239 76 36 15 395 9.5

H23 18 174 82 42 12 328 13.3

H24 12 137 56 25 16 246 10.9

H25 15 110 50 24 6 205 12.1

H26 15 103 49 21 16 204 11.2

H27 10 92 58 22 15 197 12.1

H28 7 76 44 19 14 160 13.0

H29 3 60 40 12 7 122 10.4

H30 4 48 32 9 3 96 9.7

表５　年齢階層別農家数の推移（A-2）
単位：％、経営体

要件区分 年
10～
30代

40～
50代

60代 70代< 法人 計 高齢化率

A-2

H19 71 584 404 510 16 1,585 32.5

H20 66 519 362 461 20 1,428 32.7

H21 40 340 210 182 18 790 23.6

H22 69 508 326 293 23 1,219 24.5

H23 60 499 416 419 29 1,423 30.1

H24 55 530 451 453 28 1,517 30.4

H25 66 468 458 390 10 1,392 28.2

H26 50 447 520 421 27 1,465 29.3

H27 55 408 552 390 28 1,433 27.8

H28 47 346 527 376 32 1,328 29.0

H29 49 330 597 446 42 1,464 31.4

H30 42 313 568 455 48 1,426 33.0
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図７　高齢化率の推移（A-1）

図８　高齢化率の推移（A-2）

ア　A-1要件区分
A-1要件区分の農家数は、全ての年齢階層で減少

傾向が見られる（表４）。

高齢化率の推移を見てみると、平成19年の2.7%

から30年は9.7％と増加している（図７）。なお、

23年から28年は13.3～13.0%と高齢化率が高く

なっていたが、近年低下傾向にある。

法人数は、19年の15から30年は３法人と、近

年大幅に減少している。

イ　A-2要件区分
A-2要件区分の農家数は、60代階層で増加傾向

が見られ、他の階層では減少傾向にある（表５）。

高 齢 化 率 の 推 移 を 見 て み る と、 平 成19年 の

32.5%から30年は33.0%とほぼ横ばいで推移して

いる（図８）。

法人数は、19年の16から30年は３倍の48法人

と増加傾向にあり、一定の規模拡大や、生産組織の

育成が図られていることがうかがえる。

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」
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エ　A-4要件区分
A-4要件区分の農家数は、他の要件区分と比較し

て一部変動はあるものの、大幅な変動は見られず安

定的に推移している（表７）。

また、前述の通り平成21年に宮古のA-5要件区

分の大部分がA-4へ移動したため、21年を基準に

推移などについては留意すべきである。

次に農家の高齢化率の推移を見てみると、19年

の32.2%から30年は36.2%と増加している（図

10）。

法人数は、19年の18から30年は49法人と増加

傾向にある。

ウ　A-3要件区分
A-3要件区分の農家数は、平成19年の71経営体

から30年の5529経営体（77.9倍）と大幅に増加

している（表６）。これは、前述の通り本則要件充

足のため、22年にA-5要件区分の大部分がA-3へ移

動したことが要因である。よって、A-3要件区分の

実態を反映させるため、基準年を22年で比較する。

A-3要件区分の階層別農家数の推移では、22年

を基準に見ると、60代階層で増加傾向が見られ、

他の階層では減少傾向にある。

次に高齢化率の推移を見てみると22年の39.6％

から30年は44.3％と、増加している（図９）。

法人数は、22年の２から30年は15法人に増加

している。

表６　年齢階層別農家数の推移（A-3）
単位：％、経営体

要件区分 年
10～
30代

40～
50代

60代 70代< 法人 計 高齢化率

A-3

H19 3 29 21 18 0 71 25.4

H20 5 29 35 22 0 91 24.2

H21 2 26 35 24 0 87 27.6

H22 282 2,253 1,819 2,852 2 7,208 39.6

H23 258 2,219 1,992 3,308 6 7,783 42.5

H24 285 2,046 2,094 3,173 1 7,599 41.8

H25 246 1,798 2,044 2,997 5 7,090 42.3

H26 215 1,626 2,145 2,849 5 6,840 41.7

H27 208 1,457 2,166 2,636 5 6,472 40.8

H28 194 1,303 2,135 2,548 6 6,186 41.2

H29 194 1,193 2,007 2,503 11 5,908 42.4

H30 188 1,052 1,830 2,444 15 5,529 44.3
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図９　高齢化率の推移（A-3）

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」
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表７　年齢階層別農家数の推移（A-4）
単位：％、経営体

要件区分 年
10～
30代

40～
50代

60代 70代< 法人 計 高齢化率

A-4

H19 273 1,737 899 1,384 18 4,311 32.2

H20 266 1,961 977 1,596 19 4,819 33.3

H21 364 3,217 1,799 3,032 26 8,438 36.0

H22 261 2,811 1,617 2,555 24 7,268 35.3

H23 195 2,135 1,381 2,163 16 5,890 36.8

H24 197 2,083 1,447 2,168 18 5,913 36.8

H25 217 1,922 1,568 2,194 10 5,911 37.2

H26 196 1,764 1,734 2,054 23 5,771 35.7

H27 206 1,691 1,868 2,003 28 5,796 34.7

H28 210 1,592 1,947 1,982 32 5,763 34.6

H29 207 1,498 1,999 2,023 42 5,769 35.3

H30 208 1,334 1,961 1,987 49 5,539 36.2
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図10　高齢化率の推移（A-4）

（３）地区・主要市町村別高齢化率の推移
平成30年の地区・市町村別高齢化率を見ると、

本 島 北 部 が42.5%、 中 部48.8%、 南 部43.9%、

本島周辺離島28.5%、宮古島市37.1%、石垣市

33.3%と本島地域で高齢化率が顕著である（表８）。

19年から30年の推移を見ると、市町村単位で

高齢化率の高い読谷村は9.3ポイント増、南城市が

11.7ポイント増と増加している。本島周辺離島の

伊是名村は11.8ポイント増、久米島町は7.7ポイン

ト増と増加傾向にある。一方、宮古島市は同1.3ポ

イント増、石垣市は5.4ポイント増と、主産地にお

ける担い手確保や高齢化の進展は沖縄本島と動向は

異なっており、それぞれの地域に実態に応じたさと

うきびの担い手育成・確保の重要な課題であるとい

える。

表８　地区・主要市町村別高齢化率の推移
単位：％、ポイント

地域・市町村名 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
増減

（H30/H19）
沖縄県 34.7 35.4 36.2 35.8 38.6 38.3 38.5 37.6 36.5 36.9 37.9 39.2 4.5

本島北部 37.6 37.8 38.0 35.9 38.2 37.5 38.0 36.7 35.8 37.8 40.1 42.5 4.8
名護市 37.3 36.2 34.0 33.3 33.6 34.5 35.4 34.6 31.7 33.9 35.5 38.7 1.4

本島中部 45.4 46.6 47.4 46.9 49.9 49.0 47.7 47.6 46.1 45.6 46.9 48.8 3.4
うるま市 45.9 46.4 48.4 47.0 50.7 49.4 48.2 47.5 46.5 45.6 47.8 48.9 3.0
読谷村 44.3 47.0 49.0 48.0 49.7 49.9 51.5 49.2 53.1 48.6 50.7 53.6 9.3

本島南部 32.8 34.0 35.9 36.8 40.8 40.9 41.9 40.9 40.0 40.7 41.8 43.9 11.1
八重瀬町 35.4 36.7 38.8 39.4 43.6 43.3 42.2 41.0 39.6 39.1 40.6 43.7 8.2
糸満市 31.9 33.2 38.8 35.4 39.4 39.4 40.9 40.8 39.7 40.6 41.0 43.1 11.2
南城市 33.2 34.2 37.8 37.3 41.6 42.3 43.7 43.1 42.4 42.7 44.1 44.9 11.7

本島周辺離島 20.8 21.4 22.4 22.5 25.5 24.8 25.0 26.2 25.5 26.5 27.6 28.5 7.7
伊是名村 12.4 12.1 12.0 12.4 15.8 15.2 16.0 18.8 21.3 23.7 25.2 24.2 11.8
久米島町 24.7 25.6 25.4 25.4 28.9 28.3 28.4 29.5 28.0 29.4 30.9 32.4 7.7

宮古島市 35.9 36.1 36.7 35.9 38.1 38.0 38.5 37.0 35.9 35.6 36.2 37.1 1.3
石垣市 27.9 29.1 28.1 28.3 30.1 30.0 30.1 29.4 30.0 30.0 31.8 33.3 5.4

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」

資料：農畜産業振興機構HP「対象甘味資源作物生産者統計資料」
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４．さとうきび産業に関連する
数値の動向

（１）農業産出額
さとうきびの農業産出額は平成４年の227億円

から29年は168億円と減少傾向にある（図11）。

さとうきびは台風・干ばつなどの自然災害を受けやす

いため、年度によって生産量は安定しないものの、沖

縄県の農業産出額に占める割合は、２割前後で推移し

ており、依然として沖縄農業の基幹作物となっている。

（２）機械収穫率
沖縄県のさとうきび機械収穫率は、平成19年の

40.7%から29年は76.0%と約２倍となっており、

急激に機械化が進展している（図12）。地域別には

本島北部が53.6%から82.1%、中部が16.8%から

47.6%、南部が49.6%から67.9%、宮古が24.4%

から81.0%、八重山が56.1%から79.4%となって

いる。今後、収穫作業の重労働などを考慮すると、

引き続き機械収穫率は上昇していくことが予想され

ることから、計画的なハーベスタ導入やオペレータ

確保・育成や効率的な稼働体制を構築することが肝

要である。

さらに、好調な沖縄県の観光業や建築業など他産

業も含めた労働市場の変化や生産農家の高齢化に伴

い、労働力の確保がより困難になることが見込まれ

ており、収益性の確保などの観点から、植え付け、

肥培管理、収穫、株出管理といった主要作業の機械

化体系の構築が喫緊の課題となってくる（表９）。
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図11　沖縄県の品目別農業産出額の推移

図12　さとうきび機械収穫率および収穫作業時間の推移

資料：農林水産省統計部「生産農業所得統計」

資料：沖縄県「さとうきび及び甘しゃ糖生産実績」
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（３）製糖工場の稼働率
平成19年以降の製糖工場の稼働率の推移は、台

風・干ばつなどの影響によりさとうきび原料の不安

定な生産に比例して変動が大きい（表10）。

沖縄本島の球陽製糖、翔南製糖管内は原料不足な

どにより、27年から工場合併により原料を確保し、

30年は60.2％の稼働率となっている。

宮古製糖伊良部工場は、100％以上の操業率を

確保して推移しているが、他の工場操業率は平均し

て70%前後となっている。

効率的な工場操業に向けて、安定的な原料確保が

欠かせない状況にあり、生産農家をはじめ、国、県

など関係機関が連携して増産対策に取り組んでいく

ことが一層期待される。

（４）台風被害額
さとうきびは土地利用型作物であるが、台風常襲

地帯である沖縄県では毎年台風被害を受けている。

過去10年間（平成21～30年）のさとうきびの年

平均被害額は11億5754万円にのぼっている（表

11）。

さとうきび栽培農家の経営安定を図るために、防

災営農の徹底に加え、農業共済の加入が重要であ

る。県全体の29年共済引受率は、51.2%であり、

地区別には本島北部が56.9%、中南部53.8%、宮

古48.7%、八重山48.1%と大きな差はない。29年

の台風被害額６億7217万円に対し、支払共済金は

１億5570万円であり、引き続き、台風などの自然

災害に対して経営安定を図るために、共済加入の促

進をとともに、国の収入保険制度の有効活用を図る

必要がある。

表９　さとうきび生産費および作業別労働時間
単位：円、時間

項　目 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
生産費 177,729 187,878 193,223 191,995 179,814 165,823 156,481 154,049 156,353 157,178 154,614 145,115

賃借料及
び料金

13,757 15,894 21,805 17,167 18,841 14,922 16,214 18,635 20,202 23,050 29,713 27,552

所　得 70,912 86,375 94,170 84,428 72,714 25,391 51,932 52,054 52,152 51,842 89,565 52,077
作業時間 105.13 107.35 107.24 102.40 95.40 86.09 77.79 73.95 72.49 70.05 60.36 53.51

うち収穫 46.39 45.50 43.31 42.20 38.04 31.41 25.54 25.93 25.94 24.86 17.55 14.62

表10　製糖工場稼働率の推移
単位：％

製糖工場 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 備　考
ゆがふ製糖 - - - - - - - - - 74.6 83.5 71.3 60.2 H27ゆがふ

製糖（株）具
志川工場

球陽製糖 51.7 49.2 60.6 48.0 41.7 25.1 24.0 26.8 27.2 - - - -
翔南製糖 60.4 60.1 70.2 61.4 56.1 37.4 38.4 40.3 38.6 - - - -

JA伊是名工場 55.6 65.6 81.5 73.0 50.3 26.6 36.2 48.8 51.0 73.3 73.5 66.9 73.1
久米島製糖 61.8 67.9 83.8 86.0 77.2 44.1 49.3 52.1 57.8 55.4 69.0 63.2 68.5
大東糖業 53.4 91.0 99.9 67.2 83.0 66.6 63.4 52.2 49.7 65.5 118.1 69.5 102.6
北大東製糖 38.9 61.4 66.6 43.3 48.7 39.2 38.8 35.5 30.0 38.5 75.3 57.2 62
沖縄製糖 60.2 70.6 70.0 75.8 71.8 44.2 70.9 71.5 70.1 76.3 95.7 66.4 64.2
宮古製糖城辺工場 52.4 53.9 53.8 63.7 61.4 37.5 65.2 60.4 59.0 68.8 84.6 62.3 53.6
宮古製糖伊良部工場 99.6 143.3 112.1 130.3 108.8 73.6 106.2 123.8 126.1 113.6 155.0 118.9 101.8
石垣島製糖 68.8 80.4 69.0 96.2 85.9 67.3 67.9 71.5 80.2 76.6 77.0 102.0 90.1
製糖工場稼働率＝原料処理量／（公称能力×100日）×100
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５．さとうきび担い手育成・確
保について

（１）	農地中間管理事業におけるさとうき
び担い手への農地集積について

農地中間管理事業におけるさとうきび生産担い手

への農地集積実績（平成31年３月末）については、

貸付先面積498.4ヘクタールのうち、営農類型別で

はさとうきびが200.2ヘクタールで全体の40.2%

と高い割合を占めている（表12）。また、貸付先件

数でも全体で854件のうち、さとうきびは249件

で全体の29.2%となっている。

次に主な市町村別さとうきび貸付面積（件数）を見

ると、南城市13.2ヘクタール（19件）、久米島町18.7

ヘクタール（16件）、宮古島市57.2ヘクタール（67件）、

石垣市25.1ヘクタール（37件）、竹富町50.0ヘクター

ル（54件）と当該事業を活用した成果が現れている（表

13）。引き続き、制度の周知徹底を図るとともに関係

市町村などと連携し、担い手の農地集積を図りながら

さとうきびの規模拡大に努める必要がある。

表11　畑作共済（さとうきび）事業の実績と台風被害額
単位：千円、％

地域、項目 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

本島北部
引受率 30.8 33.4 36 36.9 34.1 30.4 32.9 43.5 55.5 56.1 57.7 56.9 55

支払共済金 8,144 5,061 1,246 12,094 29,685 150,813 162,374 60,541 43,187 3,128 2,397 3,496

本島

中南部

引受率 32.1 36.4 37.4 39.9 38.4 35.6 36.2 41.6 45.1 49.5 51.2 53.8 52.5

支払共済金 68,731 11,978 989 29,744 22,440 215,992 190,170 211,798 245,008 40,899 5,246 33,395

宮古
引受率 15.3 34.1 37.4 34.9 39.1 42.2 45.7 44.6 52.4 50.5 47.3 48.7 44.2

支払共済金 22,673 5,126 4,201 3,841 9,913 381,892 95,662 98,561 61,231 60,075 3,430 112,691

八重山
引受率 40.4 48.5 53.9 53.3 45.9 47.6 43.9 40.2 40.5 42.7 47.3 48.1 44.7

支払共済金 51,794 25,556 24,731 1,494 3,866 59,257 59,669 53,035 80,434 62,982 6,563 6,114

県全体
引受率 27.7 36.7 39.2 39.5 39.0 38.5 40.4 42.8 48.5 49.6 49.8 51.2 48.1

支払共済金 151,343 47,721 31,167 47,173 65,904 807,853 507,876 423,935 429,860 167,085 17,635 155,695

台風被害額（県全体） 688,690 700,300 144,697 494,677 1,730,561 740,513 1,684,843 1,334,232 686,764 1,610,021 176,873 672,175 2,444,715

注：平成30年は速報値。

表12　農地中間管理事業の貸付先営農類型

品　目
実数 割合（%）

面積（ha） 件　数 面積（ha） 件　数
水稲 20.5 43 4.1 5.0

いも類 4.0 11.0 0.8 1.3
さとうきび 200.2 249 40.2 29.2
葉たばこ 8.8 19 1.8 2.2

野菜 56.5 174 11.3 20.4
花き 21.8 59 4.4 6.9
果樹 31.5 44 6.3 5.2
草地 142.8 224 28.7 26.2

その他 12.3 31 2.5 3.6
合　計 498.4 854 100.0 100.0

注：平成31年３月末現在。

表13　�農地中間管理事業の市町村別さとうきび
貸付面積および件数実績

市町村名
実数 割合（%）

面積（㎡） 件　数 面積（ha） 件　数
国頭村 9,043 1 0.5 0.4
東村 42,803 2 2.1 0.8

大宜味村 37,713 9 1.9 3.6
本部町 7,846 2 0.4 0.8
名護市 45,078 9 2.3 3.6
金武町 7,224 3 0.4 1.2

伊平屋村 10,766 4 0.5 1.6
伊是名村 15,870 4 0.8 1.6
うるま市 12,557 3 0.6 1.2
沖縄市 5,984 3 0.3 1.2
読谷村 8,327 5 0.4 2.0
糸満市 5,575 3 0.3 1.2
南城市 131,801 19 6.6 7.6

久米島町 186,943 16 9.3 6.4
南大東村 58,500 1 2.9 0.4
宮古島市 571,613 67 28.5 26.9
石垣市 251,413 37 12.6 14.9
竹富町 500,191 54 25.0 21.7

与那国町 93,222 7 4.7 2.8
合　計 2,002,469 249 100.0 100.0

注：平成31年３月末現在。
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コラム―農業競争力強化基盤整備事業と農地中間管理事業の連携事例（沖縄県宮古島市西新生地区）
農業競争力強化基盤整備事業（以下「基盤整備事業」という）における宮古島市西新生地区の概要は、受

益面積64.7ヘクタール、受益戸数67戸で営農計画は、さとうきび45.3ヘクタール、かぼちゃ 6.7ヘクター

ル、マンゴー 1.8ヘクタールなどとなっている（コラム－図）。基盤整備事業の採択要件である農地集約化

を図るため、農地中間管理事業（利用権設定）との連携を図り、地区内の農地２割以上を担い手に集積する

ことにより、基盤整備事業採択要件を満たすとともに農地中間管理事業（地域集積協力金）の交付要件を充

足することができた。

農地の２割以上を担い手に集積するため、農地中間管理事業との連携に向けて平成28年４月から、県、市・

農業委員会、農地中間管理機構および地区受益者、自治会住民の関係機関で、人・農地プラン、農用地利用

集積計画および農用地利用配分計画や地域集積協力金の使途などについて話し合いしながら事業を推進し

た。

具体的には、県整備課の集積計画を基に農業委員会（農地情報）、市農政課（人・農地プラン）、集落（担

い手の推薦）、中間管理機構（協力金）がそれぞれ分担して取り組みを行った。

その結果、29年８月から基盤整備事業を実施し、当該地区は、沖縄県農地中間管理事業の重点実施区域・

モデル地区およびＮＮ連携地区（注）となったことから農地中間管理事業（地域集積協力金）を導入した。

●地区概況
・受益面積 ６４．７ha
・受益戸数 ６７戸
・事業主体 沖縄県
・事業工期 H２３年度～H３１年度
・主要工事 農業用用排水施設

A=６４．７ha
区画整理 A=３９．５ha

●営農計画
・さとうきび 45.3ha ・かぼちゃ 6.7ha
・マンゴー 1.8ha等

〈地区状況写真（現況）〉

標準区画（整備前）30a （整備後）200a

●農地中間管理事業の実施状況(H２９まで）
・転貸面積：１１ha

〈農地中間管理事業の活用イメージ〉

機構借受地 担い手の自作地

活用後

人・農地プラン
や地域集積協
力金等の話合

い

連携効果
①受益者の理解
②農地の集積化
③地域集積協力
金の活用など

コラム―図　農業競争力強化基盤整備事業と農地中間管理事業の連携事例
（沖縄県宮古島市西新生地区）
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基盤整備事業と農地中間管理事業との連携効果として、▽高齢受益者の整備負担金への不安からくる事

業の途中離脱の意向について、農地中間機構を介した貸付により翻意することができたこと▽新たに６ヘ

クタールの農地が中心経営体に集積されたこと▽基盤整備事業の促進費と地域集積協力金を受給するため、

県・市・機構が連携して取り組んだことにより受益者の理解も得られやすく、事業推進を後押ししてくれた

こと―などが挙げられる。

地域農業においてさとうきびは基幹作物であるが、さとうきび生産農家の高齢化の進展、零細かつ分散型

の圃
ほ

場
じょう

や機械化の推進など、将来を見据えて担い手への農地集積・大型区画整理や事業負担の軽減など現

状を考慮した基盤整備の推進が強く求められており、当該地域の事業連携の事例は他地域への波及モデルと

して期待される。

（注） 農地整備事業（区画整理事業）と農地中間管理機構（農地中間管理事業）との連携。担い手を人・農地プランに

盛り込み、一部高齢農家と地域担い手の２者間で賃貸借を設定して利用権設定による担い手集積へと進み、大き

な造成区画を推進することを目的とする。

（２）新規就農者の育成・確保の実績
沖縄県では、農業の担い手育成・確保のため、中

長期的に一貫した支援システムの構築による就農相

談から就農定着までの支援により、新規就農者数年

間300人の育成・確保に努めている。

また、沖縄県農業振興公社も県行政と連携を図り

ながら、「農業後継者育成確保対策事業」「沖縄県青

年農業者等育成センター事業」「農業次世代人材投

資事業」で新規就農者などに対する就農相談から研

修、研修費用などの支援、農地の確保までの一連の

支援体制を強化することで、就農定着に向けたより

効率的な農業後継者の育成に取り組んでいる。

平成30年度の新規就農者282人のうち、さとう

きびは75人（26.6%）となっている。地区別の内

訳は宮古が48人（64.0%）、八重山15人（20.0%）

とさとうきび主産地の地域で新規就農者の育成・確

保が進んでいる（表14）。

今後、さとうきび新規就農者の定着に向けて、農

地確保などによる規模拡大など、収益性の確保に向

けた継続支援が重要となってくる。

表14　平成30年度新規就農者の経営類型（地域別）
単位：人、％

地域名 さとうきび 野菜 果樹 花き 肉用牛 養豚 その他 計

本島北部 10 17 9 7 7 4 19 73

本島中部 2 8 3 4 3 1 9 30

本島南部 0 33 4 8 4 2 5 56

宮古 48 19 5 0 8 0 1 81

八重山 15 5 7 2 1 0 12 42

県計 75 82 28 21 23 7 46 282

資料：沖縄県「沖縄県青年農業者等実態調査結果」
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おわりに
平成19年度から導入されたさとうきび経営安定

対策の交付対象要件の充足に向け、生産者をはじめ

関係機関が一体となって取り組んできた結果、全て

の生産農家が対象となった。

し か し な が ら、19年 の 要 件 区 分 で は、 対 象

農家数１万6923経営体のうち１万648経営体

（62.9%）が特例要件（A-5）で大部分を占めた。

さらに、21年までの特例期間において本則要件の

充足に向けて農業受託組織の育成や規模拡大、認定

農業者の早期育成などの取り組みにより、22年は

A-5の大半がA-3へ組み込まれた。

22年以降の要件区分割合の推移は、大きな変動

は見られず、さとうきび生産の担い手の中心と期待

されるA-1、A-2の要件区分が十分に育成されず、

規模拡大や認定農業者の担い手育成・確保、農作業

受委託組織の育成、地域ごとの機械化作業一貫体系

の構築、生産性の向上などの課題が残されている（図

13）。

次に地域別高齢化率の推移では、すべての要件区

分で増加傾向にあり、A-3階層や沖縄本島、特に読

谷村や南城市、糸満市などの市町村において高齢化

が進んでいる。また、年齢階層別には80代階層が

増加傾向にあり、この階層のリタイア後の急激な担

い手不足が想定される中でいかに担い手の育成・確

保対策を講じていくか、機械化作業一貫体系の構築

を含め、個別農家任せではなく、地域全体での担い

手対策と併せて新たな生産法人（受委託組織含む）

の育成などは緊急の課題である。

一方、担い手以外のさとうきびを取り巻く環境は、

機械化収穫率の向上、農業共済加入率向上、土地改

良・灌
かんがい

漑施設などの生産基盤整備、優良種苗の開発・

導入など生産対策の成果は上がっているが、引き続

き対策に取り組んでいく必要がある。

さとうきび⽣産の現状と今後の⽬標

夏植 春植 株出 夏植 春植 株出 夏植 春植 株出
H19 11,823 5,393 1,476 4,954 6,655 8,103 5,134 5,531 786,781 436,986 75,795 274,000 40.7 51
H30 12,016 2,502 1,494 8,020 5,584 7,172 4,956 5,206 671,016 179,407 74,033 417,575 78.7 115

⽬標値 14,300 5,200 1,600 7,500 7,500 5,300 5,700 6,300 902,000 391,000 84,000 427,000 - 147
※⽬標値（平成37年）は、「沖縄県さとうきび増産に向けた取組⽬標及び取り組み計画」より作成。⽬標値は含みつ糖を含む。

⽣産量(t) 機械
収穫率

(%)

法⼈
数

収穫⾯積(ha) 単収(kg/10a)
年度

今後のさとうきび・糖業の主な課題

１.新たな⽣産法⼈等育成による規模拡⼤と農作業受委託の推進
・従来の⽣産法⼈に加え、製糖企業、JA等の新たな⽣産法⼈育成と農業受委託の推進

2.機械化⼀貫作業体系の加速的な推進
・⾼齢化や⽣産性向上を図るため、植付、肥培管理、収穫・株出管理の機械化⼀貫作業
体系の構築

３.担い⼿育成・確保
・新規就農者確保・育成や農地中間管理事業による担い⼿への農地集積、規模拡⼤

４.⾼齢化農家の⽣産性向上
・⽣きがい⾼齢化⽣産農家のきめ細かな栽培管理の徹底と単収向上

５.安定的原料確保と製糖⼯場の適正操業の確保
・安定的なさとうきび原料・農家所得の確保と適正な製糖⼯場の操業

関係機関が⼀体と
なって、取り巻く
⽣産環境や地域の
⽣産実態把握と明
確な担い⼿像の確
⽴（例：増プロなど）

経営安定対策導
⼊後、担い⼿・
⽣産構造等は⼤
きな変化は⾒ら
れない。

経営安定対策導⼊後のさとうきび⽣産現状

H22 H30 H22 H30 H22 H30

A-1 395 96 2.5 0.8 9.5 9.7 3
A-2 1,219 1,426 7.6 11.3 24.5 33.0 48
A-3 7,208 5,529 44.8 43.9 39.6 44.3 15
A-4 7,268 5,539 45.2 44.0 35.3 36.2 49
合 計 16,090 12,590 100.0 100.0 35.8 39.2 115

単位：経営体、％

農 家 数 割 合
法⼈数

要件
区分

⾼齢化率

図13　経営安定対策導入後のさとうきび生産の現状と今後について
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今後、生産農家の高齢化の進展、社会経済の動向

を踏まえつつ、経営安定対策の要件充足や、安定的

なさとうきび生産を確保するため、新たな生産法人

の育成、農地中間管理事業などを活用した担い手へ

の農地集積・集約化、機械化一貫作業体系の構築、

加速的な生産基盤整備の促進に向けた取り組みが必

要である。コラムで紹介した宮古島市西新生地区の

事例では、機械化に向け、従来と比較して大規模な

区画整理、農地中間管理事業を活用した経費負担軽

減、担い手への農地集積など新たな取り組みも実施

されており、今後の担い手育成の取り組みモデルと

して期待される。

生産実態が異なる地域ごとの担い手の育成につい

ては、地域ごとに即した新たな「担い手像」の構築

に向けて話し合いながら、関係機関が一体となって

取り組むことが重要である。

これまで生産法人の実態は、ハーベスタなど高性

能機械の保有が中心であったが、今後、安定的な生

産に向けて、新たに製糖工場、JAなども参加して

経営基盤の強化を図り、計画的な生産を担うことが

できる新たな生産法人の育成が期待される。新たな

生産法人の役割として、生産現場において生産意欲

はあるものの高齢化などで新植作業や適期肥培管理

ができない実態が浮き彫りになっており、植え付け、

肥培管理、収穫、株出管理などの機械化一貫作業の

受委託を担うことも強く求められている。なお、高

齢の生産農家が生産を担っている実態も考慮し、生

きがいと健康増進志向の非中核的農家の単収向上を

いかに図るか、技術上の普及啓発も重要な活動とな

る。

県の「沖縄県21世紀ビジョン基本計画」や国の「さ

とうきび増産プロジェクト」におけるさとうきび生

産振興の目標の達成に向けて、生産農家をはじめ、

関係機関が一体となって生産対策に取り組んでいく

ことが期待される。


